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令和４年度第１回島根県消費生活審議会 

                             令和４年８月３１日（水） 

                             島根県市町村振興センター 

 

１ 開会 

荒木  

ただいまから令和 4年度第 1回島根県消費生活審議会を開会いたします。 

私は島根県環境生活総務課の荒木でございます。よろしくお願いいたします。 

改選後の委員によります最初の会議でございます。本来ですと、委員の皆様からお言葉をいた

だくところでございますけれども、時間の制約もございますので、私から所属とお名前を紹介さ

せていただきます。 

今日御出席の委員でございますけれども、松江市公民館長会の池田太持委員、島根県弁護士会

の奥田直樹委員、島根大学嘉村雄司委員、島根県公立高等学校長協会の水津則義委員、島根県立

大学の藤居由香委員、島根県立大学の村井重樹委員、島根県生活協同組合連合会の石原淳子委

員、社会福祉法人島根県社会福祉協議会の野々内真紀子委員、公募委員の岡利文委員、公募委員

の前本裕人委員、島根県スーパーマーケット協会の牛尾篤史委員、島根県商工会連合会の置名ア

ヤ子委員、島根県商工会議所連合会の北川淑美委員。 

なお、本日は岡田智子委員、高橋里美委員、野々内さとみ委員、高橋美佐子委員が御欠席でご

ざいます。 

事務局につきましては、出席者名簿と配席図で紹介に代えさせていただきます。 

次に会議の成立について、御報告いたします。本日の審議会ですけれども、委員 17人のうち、

御出席が 13人、御欠席が 4人です。島根県消費生活条例施行規則第 20条第 3号に定める定足数

の半数に達しており、本日の審議会は成立しております。それでは開会にあたりまして、環境生

活部長の竹内から御挨拶申し上げます。 

 

竹内部長  

皆様こんにちは。県の環境生活部長を務めております竹内でございます。 

開会にあたりまして一言御挨拶申し上げたいと思います。 

委員の皆様には大変お忙しい中、本審議会に御出席いただきまして誠にありがとうございま

す。 
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また、平素から本県の消費者行政の推進に格別の御理解と御協力をいただいておりますことを

重ねてお礼申し上げたいと思います。 

この度、委員の皆様には御就任いただきまして、今回が令和 4年度の最初の審議会でございま

す。 

島根県消費生活条例では、消費者の利益の擁護及び増進に係る総合的な施策の推進を図ること

としておりまして、この審議会の主要な施策に関する重要な事項を調査、審議する附属機関とし

て設置しているものであります。今後 2年間、皆様のもとで審議会を開催していきますので、そ

れぞれ御専門の立場から、県の消費者行政について忌憚のない御意見を賜りますようお願い申し

上げます。 

さて、昨今の消費者を取り巻く状況についてでございますが、少子高齢化、また高度情報化社

会の進展、経済のグローバル化などによりまして大きく変化し、消費者トラブルについては複

雑・多様化しているところであります。これらに対応するため、県では令和 2年 3月に第 5期に

なります島根県消費者基本計画を策定し、消費者教育の推進、消費生活相談体制の充実・強化、

消費生活の安全・安心の確保を重点事項として取り組んでおります。 

まず、消費者教育の推進につきましては、本年 4月の成年年齢引下げに伴いまして、若年者を

対象とした教育の充実が求められているところであります。消費者教育コーディネーターを中心

に教育委員会等と連携し、社会の一員として自主的、合理的に行動する自立した消費者育成に向

けた取り組みを行っていきます。 

相談体制の充実・強化につきましては、県民の皆様が県内のどこの地域に住んでいても質の高

い消費生活相談を受けられる体制整備のため、相談員のスキルアップ、弁護士会等の専門機関と

の連携取り組むとともに、県の消費者センターに指定消費生活相談員 2名を配置しまして、市町

村の相談体制をサポートしていきます。 

また、消費生活の安全・安心の確保におきましては、消費者被害に遭いやすい高齢者などの方

を地域で見守り、被害の防止、早期発見・解決を目指す地域見守りネットワークの構築を推進す

るとともに、不当取引行為を行う悪質事業者に対しては、警察本部などと連携し、関係法令など

に基づきまして、厳正に処分する方針であります。 

本日は会長等の選任手続きのほか、第 5期の消費者基本計画や消費者行政の概要などにつきま

して御説明することとしております。大変限られた時間ではございますが、皆様には忌憚のない

御意見をいただきますようお願い申し上げまして、御挨拶とさせていただきます。本日はどうぞ

よろしくお願いいたします。 



3 

 

荒木  

議事に入る前に、配付資料の確認をさせていただきます。 

本日新たに配布している資料ですけれども、Ａ4のクリアファイルに入れさせていただいており

ます。このクリアファイルは、啓発グッズとしてこちらで作ったものでございます。 

まず次第、それから出席者名簿と配席図。資料 3ということで、島根県消費者行政の概要の訂

正版と追加資料を入れております。訂正版につきましては、事前に郵送しておりますものと差し

替えていただければと思います。それから資料 4消費者意識調査、調査票の差し替えで 2ページ

部分を差し替えでお願いいたします。それから資料 5の特殊詐欺被害状況。それから参考資料 1

として事前質問の一覧表でございます。あとは県が作成しました啓発資料ということで、くらし

の情報を置いておりますが、皆さんございますか。  

事前に御郵送した基本計画、あるいは資料について、今日お持ちでない方は、お申しつけいた

だければと思います。よろしいでしょうか。 

それではただいまから議事に入りますけれども、会長がまだ選任されておりませんので、この

部分は事務局の消費とくらしの安全室、室長の石田が進めさせていただきます。 

 

２ 議事 

（１）会長及び職務代理者の選任について 

石田  

石田でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

まず会長の選任についてでございます。資料 1の 2ページにありますように、島根県消費生活

条例施行規則第 18条により、審議会に会長を置き、会長は委員の互選により定めることとなって

おります。いかがいたしましょうか。はい、〇〇委員。 

 

委員  

会長の推薦をさせていただきます。学識経験者で、消費生活と消費者市民社会構築に関わりの

深い社会学の御専門の村井委員を推薦させてください。 

 

石田  

ありがとうございます。村井委員を会長にということですが、皆様いかがでしょうか。よろし
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ければ、拍手をお願いします。ありがとうございます。 

そうしますと、村井委員が会長に選任をされました。ここからは、村井会長に議長になってい

ただき、議事運営をお願いしたいと思います。村井会長、議長席にお願いいたします。 

 

会長  

島根県立大学の村井重樹と申します。 

今回から加わったんですけれども、初めてであまりよくわからないところもたくさんあります

が、皆様の御助力をいただきながら議事を進めていきたいと思いますので、つたないところも

多々あると思いますがよろしくお願いいたします。 

では、早速議事を進めていきたいと思います。職務代理者の選任についてです。 

施行規則第 18条第 4項、会長に事故があるときは、会長があらかじめ指名する委員がその職務

を代理するということで、あらかじめ会長が職務代理者を指名することになっております。この

点について、藤居委員にお願いしたいと思いますが、藤居委員いかがでしょうか。 

 

藤居委員  

はい、受けさせていただきます。 

 

（２）苦情処理 

会長  

ありがとうございます。藤居委員よろしくお願いいたします。 

では次の議題に移りたいと思います。苦情処理部会員の選任についてです。 

これについては、事務局から苦情処理部会について説明をお願いします。 

 

荒木  

苦情処理部会につきまして、簡単に説明させていただきます。 

資料 1の 1ページに島根県消費生活条例を載せておりますけれども、抜粋ということで、こち

らの 1ページを御覧ください。この条例第 27条第 1項において、知事は消費者から商品等に関す

る苦情の申し出があったときは、速やかにその調査を行い、解決のためあっせん等に努めなけれ

ばならないと規定しております。これを受けまして、島根県消費者センターでは苦情処理等を行

っております。同じく条例の第 28条第 1項において、知事は前条第 1項の規定、つまり先ほどの
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規定で、その申し出のあった消費者の苦情のうち解決が困難なものについて、島根県消費生活審

議会のあっせん等に付することができると規定しております。この審議会において、解決の困難

なものについてあっせん等を行う機関が苦情処理部会ということでございます。 

苦情処理部会の所掌事務ですけれども、同じく資料 1の 2ページ。条例施行規則第 19条第 2項

に定められております。一つ目はあっせん等を行うこと。それから二つ目に、消費者が事業者に

対して提起する訴訟の援助に関する事項を調査審議することとなっております。 

なお、この苦情処理部会は、後ほど会長が指名する 5人以内をもって組織され、部会には部会

長を置き、部会長は部会委員の互選で決定されることとなっております。以上でございます。 

 

会長  

はい、ありがとうございました。今事務局から説明がありましたが、事前に質問をいただいて

いるようですので、追加で事務局からお願いいたします。 

 

荒木  

はい、事前に質問をいただいております。質問を参考資料 1に一覧にしておりますけれども、

苦情処理部会に関わりまして、〇〇委員から 2点質問を受けております。こちらの参考資料 1の 1

ページ、NO.1と 2でございます。詳細に〇〇委員からは質問を御記入いただいておりますけれど

も、時間の都合もございまして、要約して御説明させていただければと思います。 

まず 1点目ですけれども、前任期の期間 2年間の苦情処理部会の開催概要、審議した件数及び

事案の概要について報告いただきたい。あわせて、規則の解釈についてということで、先ほどの

資料 1の 2ページに規則を載せておりますけれども、この 19条第 7項の部分ですが、審議会は、

その定めるところにより、苦情処理部会の議決をもって審議会の議決とすることができる、とな

っておりますけれども、その定めるところとは具体的に何を示しているかという御質問です。 

それから NO.2、消費者センターが行うあっせんと部会の審議に付すあっせん等の連携につい

て。また、消費者センターが行うあっせんについて、その件数や解決の成否件数、さらに部会に

付した件数に関して、相談件数と対比した形で報告していただきたいというものでございます。 

 

前田  

失礼します。消費とくらしの安全室の前田と申します。回答いたします。 

まず、苦情処理部会の開催についてでございますけれども、令和 2年度、令和 3年度の苦情処
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理部会の開催はございませんでした。県から審議会のあっせんに付した相談はなかったという状

況でございます。 

それから、ただいま説明のございました施行規則第 19条第 7項のその定めるところについてで

ございますけれども、現在、審議会で定めたものはございません。そのため、現状では、苦情処

理部会の議決をもって審議会の議決とすることは想定していない状況でございます。県から審議

会にあっせんなどをお願いした段階で審議会を開催、おそらくこれは書面開催になろうかと思い

ますけれども、開催をしていただき、必要な議決をいただくことになると想定してございます。 

御質問の 2点目ですけれども、審議会の苦情処理部会であっせんをお願いする案件につきまし

ては、当消費者センターで受け付けた相談のうち、相談員によるあっせんが不調となりました相

談の中から、本部会によるあっせんが有効と考えられるものについて、審議会に御提案をさせて

いただくことになります。 

2021年度、昨年度でございますが、県消費者センターで受け付けました苦情相談 2,612件のう

ち、処理結果をあっせん解決とさせていただいた相談は 230件、あっせん不調とした相談は 10件

でございます。審議会に付した案件はございません。あっせん不調につきましては、インターネ

ット販売による県外事業者が相手である相談、要はなかなか県のこちらの審議会で相手事業者を

呼ぶことが困難であると思われる相談、あるいは結果的に解決が困難であると思われる相談、あ

っせんの途中で相談者側に非が大きいのではないかという想定を例えばされるという状況の中

で、これ以上のあっせんは適さないのではないだろうかと思われるようなあっせんでございまし

た。苦情処理部会によるあっせんが有効と考えられる案件は、昨年度のところはなかったという

状況でございました。以上です。 

 

会長  

はい、ありがとうございました。今御説明がありましたが、御質問者の〇〇委員いかがでしょ

うか。何かありましたら御発言ください。 

 

委員  

再質問になるかと思いますけど、不調 10件の案件というのは、県外のものとか困難案件であっ

たということなんですけど、それはどこかに引き継がれるのでしょうか。それとも、そこで尻切

れトンボになってしまうんでしょうか。 
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前田  

お答えをいたします。ただいまのお言葉を借りると尻切れトンボということになるかもしれま

せんけれども、これ以上の処理が難しくて、それを相談者様に御報告申し上げてという状況にな

ります。 

 

委員  

そうしますと、経過については PIO-NETの方に登録されているということで、事実関係とかそ

ういった内容というのは、他の事例との比較とか含めて、相談担当者、相談に対応された消費生

活相談員等は情報を知り得る状態になっているということなんでしょうか。 

 

前田  

はい。全国の消費生活相談センターで閲覧することが可能な状況になっております。 

 

委員  

よろしいです。どうもありがとうございました。 

 

会長  

はい、ありがとうございました。では、議事を進めて参りたいと思います。 

続きまして、苦情処理部会員の選任に移ります。施行規則第 19条第 1項で、審議会に苦情処理

部会を置く。第 3項で苦情処理部会は、審議会委員のうちから会長が指名する委員 5人以内をも

って組織すると規定されております。 

苦情処理部会として、学識経験者から奥田委員、嘉村委員、藤居委員。消費者代表から石原委

員、事業者代表から北川委員。以上の 5名の方にお願いしたいと思いますが、皆様いかがでしょ

うか。 

特に御異議ないようでしたら、お認めいただいたものとさせていただきます。5名の方々よろし

くお願いいたします。 

施行規則により、この部会には部会長及び部会長職務代理者を置くことになっておりますの

で、この審議会が終わりましたら、苦情処理部会を開催していただいて、部会長等の選任を皆様

お願いいたします。 

では次の議題に移りたいと思います。第 5期島根県消費者基本計画等についてです。これにつ
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いて、事務局から御説明お願いします。 

 

（３）第 5期島根県消費者基本計画等について 

土屋  

はい、消費とくらしの安全室の土屋と申します。私の方からは、新任の方もいらっしゃいます

ので、まず消費者基本計画の概要について説明をいたします。 

資料 2－1、Ａ3横長の資料を御覧ください。よろしいでしょうか。 

島根県消費者基本計画は、消費者施策の計画的な推進を図るために、平成 17年度に策定をされ

ております。以後改定を重ねまして、現在は第 5期ということになっております。 

全体で第 1章から第 6章までの章立てになっておりまして、第 1章では計画策定の趣旨、計画

の位置付け、計画期間について記載をしております。 

趣旨といたしましては、高度情報通信社会の進展や消費生活のグローバル化など、消費者を取

り巻く環境が、複雑化・多様化していること、高齢者の関わる消費者トラブルが依然として高い

水準であること、また、本年 4月に民法の成年年齢が引き下げられるということで、特に 18歳、

19歳の若者をねらった悪質商法の増加が懸念されること、そのほか、ＳＤＧｓが注目され、持続

可能な社会の実現に向けた取組の必要性が高まってきていること、こうした状況の変化を踏まえ

て、第 5期の基本計画を策定しております。 

この計画の位置付けとしましては、島根県消費生活条例に基づく基本計画でございまして、県

の最上位の計画でございます島根創生計画における消費者行政分野の個別計画でございます。 

また、消費者教育の推進に関する法律に基づく島根県消費者教育推進計画としても位置付けら

れております。 

計画期間は令和 2年度から 5年間としておりまして、これは島根創生計画の計画期間に合わせ

る形をとっております。 

続いて第 2章では、消費生活をめぐる現状と課題について記載しております。 

現状としまして、経済・社会の環境変化、あるいは国や県における消費者行政の状況をまとめ

ております。消費者を取り巻く経済・社会環境の変化ということで、特にキャッシュレスの推進

など近年特に顕著となってきた内容も加えております。 

また、県における消費者行政の状況ですけれども、（3）県民意識の概要では、県民に対する消

費者意識基本調査の結果をまとめております。こうした状況を踏まえて、今後の取り組むべき主

な課題を四つに整理しております。 
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1番目が消費者教育の充実。先ほど申し上げました、成年年齢の引下げへの対応、あるいは持続

可能な社会の実現に向けた取組など、学校教育や社会教育と消費者教育との連携が必要でござい

ます。 

2番目が相談体制の充実。県内のどこの地域に住んでいても質の高い相談・救済が受けられる消

費生活相談体制を確保することが必要でございます。 

3番目、消費生活上特に配慮を要する消費者の被害防止。一人暮らしや高齢の御夫婦のみの世帯

の割合が増加傾向にございます。こうした高齢者あるいは障がいのある方など、関係機関が連携

して見守ることが必要でございます。 

4番目、消費生活の安全確保。消費者事故等の被害防止のため、情報提供を行っていくこと、そ

して悪質事業者に対する指導等取引の適正化への取組が必要でございます。 

これらの課題に対応するため、第 3章において目的、基本理念、そして、三つの基本方針。第 4

章において施策の展開について記載しております。以下、第 5章で関係機関との連携、第 6章で

推進体制について記載をしております。 

基本方針の 1番目、消費者教育の推進でございます。成年年齢引下げを見据え、若年者の消費

者教育を推進すること、そのほか、消費者のライフステージに応じた様々な教育の場の活用など

の取組でございます。 

基本方針の 2番目、消費生活相談体制の充実・強化。県消費者センターの充実と、そして市町

村相談体制の支援を掲げております。 

基本方針の 3番目、消費生活の安全・安心の確保。高齢者など消費生活上特に配慮を要する消

費者への見守り体制の推進、そして消費者事故等の未然防止・拡大防止、取引の適正化といった

内容でございます。 

施策の展開の中では、全体指標と個別指標を定めております。これらの指標については、次の

令和 3年度事業の評価の中で御説明をいたします。 

続きまして、資料の 2－2それから 2－3で昨年度の評価について説明をしたいと思います。 

まず、資料 2－3の A3横長の資料を御覧いただきたいと思います。この評価シートには各評価

指標の年度別の実績値と目標値、令和 3年度の実績を記載しております。 

この第 5期基本計画におきましては、3つの全体指標、それから 10の個別指標ということで評

価をするということで進めてきているところでございます。 

まず全体指標について。いずれも島根県政世論調査によって把握をしております。昨年は 8月

に実施されまして、今年 1月に公表されたところでございます。 
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全体指標に関する評価でございますけれども、1番目、クーリング・オフ制度の認知度でござい

ます。これは 80.9％でございまして、前年度より 3.5ポイント増加しました。しかし、目標値の

85％には達しておりません。男女別では大きな差はございません。地域別でも大きな差はない状

況でございます。年齢別に見ますと、特に 70代が 70.4％ということで、昨年度に比べて 5ポイン

ト伸びておりますけれども、他の年代に比べては低い状況になっております。 

2番目が、消費生活相談窓口の認知度でございます。これは 90％ということで、前年度より 2.5

ポイント増加いたしました。ただし、目標値は 100％ということですのでこれも達成しておりませ

ん。年齢別に見ますと、18歳から 39歳までの年代が 80％半ばということで、他の年代に比べて

低い状況でございます。 

さらに、社会や環境等に配慮した消費、いわゆるエシカル消費に配慮している人の割合でござ

います。この指標は第 5期の今回の計画で新たに追加した指標でございます。配慮していると回

答された方が 62.1％ということで、令和 3年度の目標値としておりました 43％を大幅に上回りま

した。男女別でいいますと、前年度と同様に女性が 68.8％ということで、男性を 14ポイント上回

っております。また年代別では 40歳代が 7割を超える高い割合となっております。  

2年連続で目標値を大幅に上回りましたので、今年度から目標値を上方修正いたしまして、最終

年度の令和 6年度の目標を 80％としたところでございます。 

続きまして、個別指標についてでございます。 

施策の①では消費者教育の総合的・一体的推進の指標として、2つの指標を設定しております。

一つは、消費者問題出前講座の開催回数でございます。最終的に 59回ということで、ここでも新

型コロナの影響で申込みが減少したところです。類似の事業で成年年齢の引下げへの対応とし

て、右の概要欄に法律の専門家を講師とした事業の実施回数を記載しております。いわゆるプロ

フェッショナル出前授業と言っておりますけれども、この事業を令和 2年度から開始したところ

でございます。高校で 28回の開催ということでございまして、実際に授業を受けた高校生から

は、成年になるまでに自分で責任を持った行動ができるよう、自分で調べたりして頑張りたい、

といった感想をいただいております。 

施策①のもう一つの指標でございます、学校における消費者教育の実践研究数。これは 2件と

いうことで、目標には達しておりません。概要欄に記載しております二つの団体で実施いただき

ました。このうち、島根県社会科教育研究会では、「環境や経済の影響を考えた持続可能な農業

からより良い消費行動を考えよう」というテーマで、教材開発をしていただきました。 

次に、施策の②では、消費者団体等への活動の支援ということで、この指標として、県と民間
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の消費者行政事業協働件数を挙げております。昨年度は 19件で、目標値の 18件を上回りまし

た。これは、消費者団体などが県と共催、あるいは県からの委託を受けて、消費者啓発などに取

り組む事業の件数でございます。概要欄に記載しておりますけれども、明日への消費者活動支援

事業は 17団体でございます。この内訳といたしましては、市町村で活動されている消費者問題研

究協議会、いわゆる消問研と言っておりますけども、これが 10団体。その他の消費者団体が 7団

体というふうになっております。コロナ禍にあって、エシカル消費に関する啓発誌の配布、ある

いはエシカルマルシェの開催など各団体で工夫して事業を実施していただきました。 

次に、施策③では、消費生活情報の発信の指標として、消費生活に関する情報の提供回数でご

ざいます。これが 410回ということで目標には達しておりません。しかし、成年年齢引下げを前

に若年者向け 15秒もの、保護者向け 30秒ものの 2本の動画を作成いたしまして、県消費者セン

ターの YouTubeチャンネルに掲載しました。また SNSを利用して、ターゲティング広告での配

信、松江駅近くのデジタルサイネージ広告での配信、市町村での活用や県内のケーブルテレビ事

業者への放映を依頼したところでございます。 

資料の 2枚目。施策の④でございますけれども、県消費者センターの充実の指標として、消費

者相談のあっせん時解決率でございますが、92.7％で目標値の 91％を超過しております。県消費

者センターへの相談件数は 2,951件で、前年度比約 1割の減少ということでございました。 

次に施策の⑤では、市町村相談体制の充実に向けた支援の指標として、巡回訪問を実施した市

町村数を挙げております。3市 5町村を対象に実施いたしました。目標値は令和 6年度までの 5年

間で 19市町村を巡回することとしております。 

なお、県では令和 2年度から指定消費生活相談員 2名を配置しております。巡回訪問では、指

定消費生活相談員が市町村に出かけまして、相談員あるいは担当職員に対して、相談への対応や

相談事案の解決等に関して助言を行ったところです。 

続いて施策の⑥。消費生活上特に配慮を要する消費者の被害防止の指標として、地域見守りネ

ットワークが設置されている市町村数を挙げております。地域見守りネットワークは、行政や警

察、医療や福祉など様々な関係者が連携して見守り活動を行う組織でございます。県では、市町

村における地域見守りネットワークの設置を支援してきております。昨年度末で設置済みの市町

村数は 8、目標の 12市町村には達しておりません。 

またこの指標につきましては、進捗状況を県内人口カバー率というもので併記しております。

消費者庁が定めます地方消費者行政強化作戦の政策目標の一つとなっております。令和 4年 1月 1

日現在の住民基本台帳人口によりますと、県内人口のうち、55.4％が市町村の地域見守りネット
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ワークによりカバーされているという状況でございます。国が目標としております 50％を達成し

ているという状況でございます。 

次に施策⑦では、消費者事故等の未然防止・拡大防止指標として、消費生活相談窓口を知って

いる人の割合 90％で再掲しております。 

次に施策⑧では、規格・表示、取引行為の適正化の指標として、家庭用品品質表示法、消費生

活用製品安全法に基づく事業者への立入検査件数を挙げております。これは県と市が実施した件

数でございます。3件増加いたしましたけれども、18件で目標値の 28件には達しておりません。 

それから、施策の⑨県民意見の反映の指標として、消費者団体との意見交換回数でございま

す。実績は 9回で、目標の 10回には達しておりません。コロナの影響で対面式ではなくて、テレ

ビ会議の利用などいろいろ工夫をしたところでございますけれども、これ以上の意見交換の場を

確保することが難しかったという状況でございます。 

最後に、以上の実績を踏まえまして、資料 2－2、A4の資料でございますが、ここの 2ページの

最後のところで令和 3年度の評価からの課題をまとめております。 

（1）コロナ禍での事業展開ということでございます。コロナ禍で新しい生活様式を踏まえた行

政展開が求められたところでございます。研修会や出前講座については、対面もありながら、感

染状況によってはオンラインの希望が寄せられることが多くなりましたので、オンラインの活用

を進めたところです。こういった取組を今後も継続していく必要があります。今後も県民の不安

につけ込んだ新手の詐欺事案が発生する可能性も十分考えられますので、適時適切な広報啓発が

必要と考えます。 

（2）消費者教育の推進です。今年 4月から成年年齢が引き下げられましたけれども、消費者教

育コーディネーターを中心に弁護士会などの協力をいただき、プロフェッショナル出前授業など

を継続しております。今後は中学校ですとか、教員・保護者の研修の場にも対象を拡大していく

必要があります。クーリング・オフ制度と消費生活相談窓口の認知度向上のため、消費者ホット

ライン 188も含めた啓発が必要でございます。 

それから、全体指標の社会や環境等に配慮した消費、いわゆるエシカル消費に配慮している人

の割合は、目標値を上方修正いたしましたけれども、持続可能な社会づくりのために、エシカル

消費をさらに推進する必要があります。昨年度、『ご縁の国』エシカルライフ啓発事業を開始し

ました。エシカルレシピコンテストなど食に関わる事業を行ったところですけれども、今年度

は、衣、ファッションに着目した事業を計画をしているところでございます。 

（3）消費生活相談体制の充実・強化です。詐欺的な定期購入など消費者被害が後を絶たず、一
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方でデジタル社会の進展でインターネットを利用した取引が増加することに対応して、最近、特

定商取引法や消費者契約法の改正、取引デジタルプラットフォーム新法の制定などがございまし

た。これらの法改正などを受けて、適切な相談対応を行うためには、各種研修の機会をとらえ

て、相談員の資質向上への取組を継続する必要があります。 

最後に（4）消費生活の安全・安心の確保です。地域で高齢者などが消費者被害に遭わないよ

う、市町村での地域見守りネットワークの設立をさらに支援する必要があります。それに伴って

県内人口カバー率がさらに拡大していくことを目指していく必要があります。以上でございま

す。 

 

会長  

御説明ありがとうございました。こちらについても事前に御質問いただいているようですの

で、事務局の方から説明をお願いいたします。 

 

荒木  

第 5期消費者基本計画等についての御質問、御意見を〇〇委員から 3点いただいております。

参考資料 1の 2ページの NO.3、4、5でございます。 

まず、NO.3についてですけれども、先ほど見ていただきました資料 2－3を御覧いただければと

思います。第 5期島根県消費者基本計画の成果指標の全体指標の一つであります、消費生活相談

窓口を知っている割合についてでございますけれども、令和 3年度実績の概要欄に記載しており

ますけれども、この 90％の割合といたしますと、ここに記載がありますように、名前や業務の内

容、所在地、連絡先等知っている 6.1％、名前や業務内容を知っている 34.2％。名前は知ってい

る 49.7％。これ全て含めて、90％になっているということでございます。ただし、この内訳毎の

年度推移を見ますと、低迷しているものもありますので、内訳毎の記載が好ましいのではないか

ということでございます。 

それから 2点目、NO.4ですけれども、中高生の保護者向け消費者教育、大学、専門学校等にお

ける消費者教育の現状と今後の予定について。また、若年層への関心を引くために、金融教育も

含め、具体的な施策を教えて欲しいということでございます。 

それから 3点目は、参考資料 1の 3ページ NO.5でございますけれども、広報戦略の YouTubeに

ついて、県独自に動画を作成する必要があるか見直してはどうかということで、視聴回数が少な

い状況から費用対効果を検証し、他の広報戦略に移行すべきではないか。成果指標で観測しなが
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ら、情報発信方法について検討していくのが良いのではないかとの御意見をいただいておりま

す。 

 

土屋  

御質問ありがとうございます。1点目の消費生活相談窓口の認知度について御回答いたします。

昨年度の調査でも、よく理解している人の割合というのが、年齢別にみると 10代から 30代で低

い結果となっております。消費者基本計画におきましては、消費生活相談窓口の認知度は、まず

相談窓口の存在を知ってもらうことが消費者被害救済の第一歩であることから、「よく知ってい

る」、「ある程度知っている」、「見聞きしたことがある」と回答した人を合わせた割合と記載

をしております。こうしたことから分析も、認知度を目標の 100％にいかに近づけるかという視点

で行っておりますけれども、御指摘を踏まえまして、次回以降に向けまして、検討していきたい

というふうに考えております。以上です。 

 

遠藤 

 消費者教育コーディネーターの遠藤です。よろしくお願いします。若年者の消費者教育につい

て回答をします。 

大学、専門学校等若年層を含む消費者教育は出前講座として実施しており、令和 3年度には大

学、専門学校で 5回、高等専門学校で 5回、専門学校で 4回、企業の新入者研修で 1回実施しま

した。中高生の保護者向けには今年度からプロフェッショナル出前授業も活用できるように対象

を広げたので、出前講座も併せて周知に努めていきます。金融教育は重要と考えますが、講座の

テーマは主催者との調整で決定しておりますので、主催者のニーズに応えた講座にしていきたい

と思っております。 

 

永田  

消費とくらしの安全室の永田でございます。よろしくお願いいたします。3点目の県独自の動画

作成について回答いたします。 

当センターYouTubeでは、現在までに 22本の動画を全体公開しております。全体で 1,900回弱

の視聴回数です。作成につきましては、業者が作成したものが 4本、当センターで作成したもの

が 18本です。業者が策定したものは全て SNSのターゲティング広告と紐付けておりまして、4本

のうち 2本の合計が 541,785回の表示回数、224,378回の視聴回数であり、他にデジタルサイネー
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ジへの掲載、ケーブルテレビでの放映などを行っております。 

当センターで独自で作成したものについては、出前講座や SNSの投稿などで活用しておりま

す。 

また、消費者庁や政府広報の啓発素材は、Twitterのリツイートや県啓発誌での紹介などをして

周知を図っております。オンラインの空間における動画での啓発活動については、活字離れの騒

がれる若年層への効果が期待される重要なものであると考えており、引き続き注力して参りたい

所存です。 

また、御指摘のとおり、成果指標を意識しつつ、情報の発信方法のスクラップアンドビルドは

行っていかなければならないと思います。リソースを最大限効率的に活用できるよう、今後努め

て参ります。以上です。 

 

会長  

御回答ありがとうございました。この点について〇〇委員いかがでしょうか。何かあればお願

いします。 

 

委員  

お手元の資料 2－3の 2ページ目にあります施策⑦の指標の部分のところというのは、消費者事

故等の未然防止・拡大防止ということで、これ何確認しているかというと、情報の周知とか様々

な情報提供がどういうふうにできているのかということをもって、成果を見ておられるという形

なんですけど、そこの指標として手頃なものがないので、とにかく窓口を知っていますよという

指標である。実績 90％の指標で見ておられますので、もともと指標のマッチングがですね、悪い

ですね。したがいまして、先ほどの指標として何かというところは、情報の周知ということなの

で、情報の周知なのに、その指標が、どこか知らんけど窓口があったということだけは知ってい

ますよというのではマッチングが悪いので、せめて計画は既にでき上がっていますし、指標とし

ても設定していますのでこれで観察していきますというスタイルは崩せないと思いますので、2枚

目の右側の概要のところにですね。その辺のところの周知度、それが補足できるような表記をし

ていただきたいなというふうに思います。 

 

室長  

はい。室長の石田でございます。委員の御指摘につきましては、ちょっとまた検討させていた
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だきたいと思います。 

 

会長  

よろしいでしょうか。ほかの委員の皆様でこの第 5期島根県消費者基本計画等について、御質

問等がございませんでしょうか。よろしいでしょうか。 

では、続いて議題を進めていきたいと思います。次はですね、島根県消費者行政の概要につい

てです。こちらも事務局の方で御説明お願いいたします。 

 

（４）島根県消費者行政の概要について 

室長 

 はい、島根県消費者行政の概要につきまして、室長の石田から説明をさせていただきます。資

料 3の方を御覧いただきたいと思います。 

この概要につきましては、先ほど土屋から説明がありました計画の進捗状況と内容的に被る部

分がございますけれども、御承知いただければというふうに思います。 

まず、島根県の消費者行政の推進体制でございますけれども、県の環境生活部の環境生活総務

課消費とくらしの安全室、この組織が、出先機関となります島根県消費者センターを兼ねている

という状況でございます。 

全体の職員数は 19名ということで、行政の一般職員が 6名、警察からの派遣職員が 1名です。

それから会計年度職員が 12名ということで、会計年度任用職員がかなり大きな力となって働いて

いただいているという状況でございます。この行政職員 6名のうち、1名は法執行の担当というこ

とで、警察を退職された方を再任用で登用して当たっているということで、消費者行政を進めて

いく上で、警察との連携が非常に重要な状況になっておりますけれども、この県内の警察から派

遣を受けている 1名とＯＢの方とで円滑な連絡を図りながら、動いているということでございま

す。 

会計年度任用職員については、事務担当が 1名と、先ほど回答の方で話をしました遠藤を消費

者教育コーディネーターとして 1名配置しております。あと普及啓発の担当が 1名と、消費者セ

ンターとしての相談業務の主力となります消費生活相談員 9名ということで、うち松江の事務所

に 7名、益田の石見分室の方に 2名ということで、配置しているところでございます。 

松江の 7名のうち、先ほど説明ありましたけれども、2名が指定消費生活相談員ということで、

市町村の相談員の方のサポートをしている状況でございます。 
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二つ目、第 5期島根県消費者基本計画の推進ということで、この内容につきましては先ほど土

屋の方から説明があったとおりでございます。令和 7年 3月までの 5年間ということで、目的、

理念につきましてはこちらに記載をしておりますけれども、消費生活の安定及び向上の確保、消

費者の権利を尊重し、消費者の自立を支援、消費生活上特に配慮を要する消費者高齢者の方、未

成年者、障がいのある方の利益を擁護していくということを基本理念として掲げております。 

全体の指標としましては、先ほど土屋の方から説明があったとおりでございまして、こちら記

載の三つを大きな柱の全体指標、そしてこの下に個別の指標として 11の指標があるということで

ございます。 

三つ目、消費者行政施策の概要、実績でございます。これも先ほど全体の計画の説明のところ

でありましたが、三つの柱を据えておりまして、一つが消費者教育の推進、二つ目が消費生活相

談体制の充実・強化、三つ目が消費生活の安全・安心の確保ということで、この三つを柱にして

おります。 

まず消費者教育の推進ですが、記載させていただいております（１）の下の①消費者教育コー

ディネーターの配置ということで、先ほど申しました遠藤にコーディネーターとして学校の教育

現場と我々行政をつなぐ役割を果たしていただいております。調整を行ったりとかですね、いろ

んな普及啓発業務の方を担当しているところでございます。これを令和 2年度から配置をしてい

るところです。 

また②島根県消費者教育外部人材活用講師派遣事業、これが土屋の方からもありましたが、プ

ロフェッショナル出前授業といっておりまして、成年年齢の引下げがこの 4月から行われました

が、これを受けまして、若年者の消費者被害を防止するということを主眼に、県内の中学校、高

等学校、義務教育学校、小中一貫教育の学校ですね。と特別支援学校とに、弁護士、また司法書

士といった法律の専門家など実務経験者を派遣して出前授業を行っているものでございます。 

これは先ほど実績について説明がありましたけれども、コロナ禍でなかなか難しい中でも、こ

のプロフェッショナル出前授業については、2年度から 3年度につけて、件数としては増えている

という状況でございます。 

三つ目の③の消費者団体ネットワーク支援事業ということで、これは県域の島根県の唯一の消

費者団体となります消費者ネットしまねに、いわゆる普及啓発事業。消費者団体、消問研とござ

いますけれども、これらのネットワーク化や組織の活性化のためにですね、学習会や消費者教育

啓発事業の実施をしていただいているものでございます。 

次④明日への消費者活動支援事業ということで、これはエシカル消費ですとかＳＤＧｓといっ
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た新たな問題も取り組んでいただく消費者市民社会の形成を図るため、島根県内では消問研が中

心となって動いていただいておりますけれども、これらの事業を県からの委託事業、という形を

とって支援をしていくというものでございます。 

昨年度は 17団体、今年度は今のところ 18団体の消費者団体に委託をして事業を行っていただ

いているということでございます。 

次に⑤消費者問題出前講座ということで、先ほども説明いたしましたが、様々な団体、これ学

校も含みますし、一般の地域の団体からの派遣要請に応じまして、講座の講師を派遣するもので

す。講師は相談員ですとか、あと啓発の担当職員とか、そういったところが出かけていって、講

師を務めさせていただいて、普及啓発活動を行わせていただいております。 

先ほどの説明もございましたところですが、コロナ禍の中で令和元年度から令和 2年度、3年度

の数字の落ち込みが激しいところでして、何とかオンラインでの取組とかいろんな方法を持っ

て、少しでもちょっと回復するように努めていきたいというふうに考えております。何とかです

ね、ちょっとコロナが治まったところで、治まることを期待しているんですけれども、またかつ

てのように積極的に県内の出前講座で回ることができればというふうに考えているところでござ

います。 

めくっていただきまして、2ページ目を御覧いただきたいと思います。 

⑥の消費者リーダー育成・レベルアップ講座です。これ島根大学の方に委託しまして、地域の

消費者のリーダーとなるべく、そういったリーダーになることを目指す方ですね。そういった方

に対する講座を開設しているところでございます。令和 3年度で受講者 46人という実績がござい

ます。 

その下消費者リーダーレベルアップ講座というのがございますが、いわゆるフォローアップの

講座でございます。 

次⑦エシカル消費の推進でございます。人や社会・環境に配慮した消費行動であるエシカル消

費について、県民の関心をですね、もっと高めていきたいということで、これまで昨年度は、エ

シカルのレシピコンテストですとか、あとスーパーのてまえどりキャンペーンの実施をいたしま

した。今年度におきましては、先ほど土屋からもありましたが、いわゆるファッション、衣食住

の衣の方をテーマにした普及啓発活動に取り組む予定としております。 

また、パンフレットを作成して、学校への配布等で啓発活動を行っていきたいというふうに考

えているところです。 

⑧の情報発信、情報提供でございます。先ほどの指標の説明のところで、また委員からの御指
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摘等ございました新聞、ラジオ、SNS等で展開しているわけでございますけれども、実績と効果を

よく見ながらですね、先ほどの御指摘の回答でもありましたとおり、効果的な広報活動、啓発活

動を行っていきたいというふうに考えているところでございます。 

特に今の若い人たちはなかなかテレビや新聞を見てくれなくて、SNSで情報をとっているという

ような実態がございますので、そういうところで若者への訴えをですね何とか強化していきたい

というふうに考えております。 

次、柱の二つ目になりますが、消費生活相談体制の充実・強化です。 

まず、①消費生活相談の状況ということで、県の消費者センターが受け付けた件数と、あと市

町村の消費者センターもしくは市は全て消費者センターが設置されておりまして、町村はいわゆ

る窓口という形で対応いただいておりますけれども、県、市町村で受けた件数を表に落とし込ん

だものが、今御覧になっているものでございます。 

令和 3年度の県が 2,951件、市町村で 1,646、合わせて 4,597件の相談対応を行っております。

県の内容を見ますと、前年度に比べ、10.5％減少しているということで、これも恐らく市町村も

同じような傾向ですけれども、前年度の数字、令和元年度から若干増加しておりますが、これ新

型コロナウイルスの感染症の関連でマスクですとか、消毒液ですね。そういったものがなかなか

手に入らないとか、もしくはマスクのいわゆる送りつけ商法というのがありまして、そういった

ことへの相談等があって、令和 2年度数が増えたということがございます。令和 3年度におきま

しては、落ち着いてきたということ。 

それと、はがき等による架空請求の相談が年々減少しつつあるということで、令和 3年度また

減少したということがございまして、令和 2年度に比べまして 3年度は減少しているという状況

でございます。 

相談の内容、中身といいますかですね、やはり 60歳、70歳以上の高齢者の方が相談される件数

が非常に多いという実態がございます。大体 4割ぐらいですね、4割程度が 60歳以上の方の相談

というのが、本県の状況になっております。 

また、相談の内容も、今スマホの普及というものもございまして、かなり高齢者の方もスマー

トフォンを使われるようになっております。そういったことの影響がございまして、インターネ

ットを介したいろんな契約のトラブルが非常に多く、そういったことをですね、商品購入ですと

か、役務の提供といったところの契約トラブル。こういったところの相談が非常に多いという状

況がございます。また、健康食品や化粧品の定期購入に関わる相談、いわゆるネット通販です

ね、1回のお試しと思って頼んだら、定期購入にされていたというような相談とか、こういったも
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のがですね、あらゆる年齢層で、最近相談されているということでございます。 

また、ちょっと若い方が被害に遭うことが多いんですが、副業サイトですとか、出会い系サイ

ト、または偽サイト、いわゆるフィッシング詐欺と言われるものです。こういったものの相談も

増えてきているということで、インターネットを介在したホームページ、広告サイト、こういっ

たところからの契約のトラブルが最近非常に増えているという状況がございます。 

次の②の指定消費生活相談員の配置ということで、先ほどから説明いたしましたが、県消費者

センターの 5年以上の実務経験を有する相談員を指定生活相談員としまして、市町村さんのサポ

ートを行っているというところでございます。 

また、③外国人住民向けの多言語対応消費生活相談・啓発事業。県から国際センターの方に委

託をいたしまして、外国人の啓発や相談に応じているということでございます。外国人の方、島

根県ではブラジル人、ベトナム人の方が多いという傾向がございます。昨年度は、23件の相談を

受けているということになっております。 

三つ目の柱としまして、消費生活の安全・安心の確保ということでございます。これは、先ほ

ど説明がありました地域見守りネットワーク。これがですね福祉のネットワークを活用して消費

生活のネットワークを作っていただいているというところが多いです。この地域見守りネットワ

ークを全市町村で構築していただくというのが、県としての目標にしております。 

現在のところで設置市町村については、こちら記載のとおり、5市 3町については設置して活動

いただいております。今現在ですね他に 2市 4町村で設置が予定をされているところでして、ま

だ残りの市町さんで、ちょっとまだ設置の検討が進んでないところがございますので、そちらに

ついて県から働きかけをしていこうというふうに考えているところでございます。 

次②の法執行でございます。特定商取引法いわゆる消費者の方が非常に被害に遭いやすい契約

トラブル、訪問販売ですとか電話勧誘販売、また通信販売ですとか、いわゆるマルチ商法です

ね。連鎖販売取引といったところについては、7類型を特定商取引として分類しておりまして、消

費者を守らなければいけないということで、特定商取引法というのが改正されております。この

中でいわゆる広告についての規制ですとか、勧誘の目的や事業者、名前をちゃんと消費者に告げ

る義務づけを行ったり、書面の交付、重要事項を記載した書面の交付義務ですとか、あとクーリ

ング・オフとかの告知義務というのを業者の方に課しているところでございます。 

またクーリング・オフ期間の運用ですとか、中途解約といったところのルールを中で定めてい

るところでございます。これについて、この法律を我々の方で運用しておりまして、実際に行政

処分または行政指導を行った件数をこの表に記載しているところでございます。 
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昨年度は、行政処分は 0件で、行政指導の方は文書指導 1件行っているところです。その前の

年令和 2年度に行政処分 3件、行政指導 4件行っておりまして、この令和 2年度の行政処分につ

きましてはですね、売買契約書を遅滞なくきちんと交付しなさいといった内容ですとか、いわゆ

る業者名といった氏名を告げる書面をきちっと交付することを行政処分として、指示を行ったと

いうことでございます。 

次 3ページ御覧ください。法執行の業務の中で二つ目、景品表示法の運用についてでございま

す。いわゆる商品に表示がされておりますけれども、その表示が、適切に行われているかという

ところを法律上の運用がなされているかというところですね、もし違反があれば、文書指導もし

くは口頭指導を行っているという内容でございます。 

昨年度は文書指導を 1件、口頭指導 7件合計 8件の指導を行っております。その前の年令和 2

年度は、口頭指導 9件行ったところでございます。 

その下二つ記載しておりますが、いわゆる生協さんに対する運営状況の調査、書類調査ですと

か実地検査を昨年度 10件行いました。 

また、家庭用品品質表示法、消費生活用品安全法に基づく立入検査。これはホームセンターで

すとか家電量販店、スーパーに出かけていきまして、そこに置いてある商品について、法律上の

表示が適切になされているのかというところをチェックするものでございます。市の方は市がこ

の検査をされまして、町村について県が担当しているというところでございます。市町村を合わ

せて昨年度は合計 18件の立入検査を行ったところでございます。 

それで 4の消費者庁の地方消費者行政強化作戦 2020につきましては、これは参考として載せて

おりますので、また御覧いただければというふうに思います。 

最後に資料に記載をしておりませんけれども、この 4月から成年年齢引下げが行われたという

ことで、その引下げられた 18歳、19歳。実際相談の状況についてですけれども、特に目立った大

きい相談が増えたとか、そういう状況は今のところはございません。 

ただ今後ですね、これからいわゆる引下げとなったところの 18歳、19歳のいわゆる成年年齢に

該当する高校生もしくは大学生の方々がですね、消費者被害に遭わないように、積極的な普及啓

発事業をちょっと行っていきたいというふうに思っているところでございます。 

また、今報道でメディアの方賑わせております、いわゆる霊感商法と言われているものです

ね。こちらの被害については、県内では過去 5年間を見ましても、深刻な状況になっていないで

す。 

ただ、県としましては、いわゆるインターネット上の契約トラブル等と同様に、相談があった
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場合は、しっかりと話を聞きまして、被害が実際に生じている場合、被害未然防止への助言は当

然ですけれども、被害が生じている場合には、弁護士さんにつなげたりとか、あと警察と連携

し、警察につなげていくとかですね、そういった対応を迅速に行っていきたいというふうに考え

ているところでございます。私の方から、消費者行政の概要については以上でございます。 

 

会長  

ありがとうございました。今、事務局から県の消費者行政の概要について御説明がありました

が、これについても事前の質問がありますので、その点について説明をお願いいたします。 

 

荒木  

はい、こちらにつきましては〇〇委員から 4点御質問等を受けております。参考資料 1の 3ペ

ージの NO.6から 9まででございます。 

まず、1点目ですけれども、成年年齢引下げに備えて県が実施した活動を報告願いたい。 

それから 2点目、医療安全センターと消費者センターとの連携状況について。 

3点目、益田に設置の消費者センター石見地区相談室について、人口比、受付件数から勘案すれ

ば、出雲部に移転することが妥当ではないか。 

4点目としまして、消費者ネットしまねの活動を支援していただきたいというものでございま

す。 

 

永田  

永田でございます。成年年齢引下げに係る活動について回答いたします。 

まず、令和 3年度に実施した成年年齢引下げに係る活動は、資料 3追加資料のとおりになりま

す。資料 3追加資料を御覧ください。 

出前講座については、その次にあります別紙①を御覧くださいませ。このとおり、昨年度は 41

件 2,585名の方に成年年齢引下げの内容について、学校を中心に出前講座を行いました。 

続けて、プロフェッショナル出前講座について御説明いたします。その次にあります別紙②を

御覧ください。こちらは 12校を対象に 2,080名に講座を行いました。 

では、資料 3追加資料にお戻りください。広報活動について御説明いたします。島根県ホーム

ページに成年年齢引下げ特設サイトを作成いたしました。 

また、啓発動画を作成しまして、こちらにつきましては、昨年の 11月 19日に知事会見にて周
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知を行いました。こちらの動画素材は、インスタグラム、YouTubeのターゲティング広告にて県内

の若年層及び保護者世代を中心に約 30万回放映し、他にも松江駅近くにありますデジタルサイネ

ージで 1日 50回、1ヶ月程度放映しました。 

また、島根県ケーブルテレビ協議会の協力によりまして、県内の各ケーブルテレビ局にて放映

をいたしました。新聞では、山陰中央新報「くらしの相談室」、島根日日新聞「消費者センター

だより」という当室の情報提供や注意喚起を掲載する枠にて、それぞれ 2回と 3回の計 5回成年

年齢引下げについての内容を掲載しました。 

また、3月 31日には一面広告を掲載いたしました。ラジオについては、令和 3年度後半に FM、

AMで計 6回放送しました。SNSではフェイスブック、Twitter、YouTubeのアカウントを運用して

おりますが、通年適宜更新しております。 

刊行物では、情報誌「くらしの情報」で、3回のうち 2回成年年齢引下げのことを盛り込み、市

町村、消費者団体、警察などに配布をしました。 

また、「すくすく消費者」という教員向けに配布する刊行物について、定年年齢引下げについ

ての内容を一面に掲載をしました。 

ホームページにも、先ほど申し上げました特設サイトにて随時更新をしております。啓発グッ

ズは、特設サイトへ誘導するＱＲコードを載せた付箋を作成し、学校の出前講座などを中心に配

布をしました。 

また、資料に掲載してあるもの以外にも、直接成年年齢引下げについては触れていないもの

の、SNSを通じた投資詐欺の注意喚起やクレジットカード契約や住宅の賃貸契約の解説など、新成

人に身近な問題を切口として啓発を行いました。 

本年度は、5月の消費者月間におきまして、パネル展示を行いました。県立図書館、県民会館、

県庁本庁舎、松江合同庁舎にて行ったほか、島根県広報によるテレビＣＭを行ったところであり

まして、今後の予定としましては、新成人向けスマホサイトの立ち上げ、動画作成、プロフェッ

ショナル出前授業、また国民生活センター共催によります消費者教育担当教員研修会での講演な

どを行う予定としております。 

また、成年年齢引下げに係る実際の相談事例など、注意喚起が必要なことについてはですね、

当室の広報チャンネルであります、くらしの情報、ラジオ、新聞広報、ホームページ、SNSなどを

活用し、積極的かつ臨機応変に対応して参ります。以上になります。 

 

前田  
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はい、それでは 2点目の医療安全支援センターと県消費者センターの連携状況についてお答え

いたします。 

消費生活相談の中で、専門知識を必要といたします医療に関する相談を受けた場合、県消費者

センターでは、県の医療政策課の中にございます医療安全支援センターの窓口、または必要に応

じまして、各保健所の窓口を紹介しているところでございます。現状で担当者同士の意見交換を

行うような場所は設けていないという状況でございます。以上です。 

 

石田 

 はい、続きまして室長の石田の方から、石見地区相談室について回答いたします。 

県の消費者センターの設置なんですけれども、昭和 46年に松江市に設置されまして、その 7年後

昭和 53年に益田市に石見地区相談室が設置されたという状況になっております。 

それで益田市に置かれたというのは、石見部の浜田市に県機関が集中していることへの配慮で

すとか、あと商工業が盛んであったという地域性。また、益田市の協力等があったということ

で、益田市の方に設置されたということでございます。 

現在は、県内の各市に消費生活センター、または町村さんには相談の窓口が設置されまして、

県の消費者センターとともに相談業務を行っているというような状況になっております。 

委員の御指摘のとおりですね、県内の状況の変化によりまして、県の消費者センターの組織の

見直しというのは、当然必要というふうに考えているところでございます。 

ただ、現在の石見地区相談室の移転等につきましては、石見地域はとりわけ本室のあります松

江市からかなり離れております石西地域、益田市、津和野町、吉賀町といったところの相談の対

応、市町のですね、消費生活センターや相談窓口の今の体制の状況もあるんですけれども、そう

いったところの相談の対応ですとか、あとまた啓発事業である出前講座といったところを実際に

行っていただいておりますけれども、そういった事業を円滑に行っていく必要があるということ

を鑑みますと、またかつ、出雲部の市町において相談啓発の状況について、現在、県の石見の方

からですね、室を移転しないといけないかと言いますと、現在の体制で問題なく対応できている

という状況がございますので、そういったことを鑑みますと、引き続き、益田市に石見地区相談

室を現体制で配置することが適当であるというふうに考えております。 

繰り返しますと、委員の御指摘のとおりですね、状況によりまして、組織の見直しというもの

は時には必要だというふうに考えておりますので、どうか御理解をいただきたいと思います。以

上です。 
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荒木 

 続きまして、消費者ネットしまねへの支援の関係で御説明いたします。 

委員の方からは、適格消費者団体の認定について御記載いただいておりますけれども、団体認

定のためには、活動に参加している者が多く存在しなければなりませんし、専門的知識経験が必

要となります。消費者行政の概要のところでも、室長の石田から説明をいたしましたが、今、消

費者ネットしまねには、学習交流会や講師派遣、啓発活動を委託して実施していただいていま

す。 

今後も委託事業を継続するとともに、さらに団体の周知に努めて参りたいと思っております。

以上です。 

 

会長 

 はい、ありがとうございました。今の御回答について何かございますでしょうか。 

 

委員 

 ありがとうございました。何点か確認をしたいところがあります。 

まず第 1点目ですけれども、教育に関するところで、ありがとうございました。過去 1年間の

いろんな事業を一覧にしていただいて、わかりやすい資料としてありがとうございました。 

私が確認したかったのは、どういうふうな学校でどういうふうな内容の消費者教育、学生に対

して教育をしているのかということが確認したかったというのがあります。この文章にもありま

すけども、2ページに消費者教育の推進。云々かんぬんで取り組み、実施、増加した。今後も継続

して、研修会の派遣など活用の場を広げることで若年者の云々かんぬん、今後も継続する必要が

あるというふうな他人行儀な書き方なんですよね。熱意というか、こっちから出かけて行って、

この成年年齢が引き下がって大変なことになるんだから、ちゃんとしなさいよというようなこと

を周知徹底していかないといけないという危機感があんまり感じられないような書き方なんで

す。ちょっと私はショックです。 

皆さん御存知だと思いますけども、隣の鳥取県では行政と教育委員会と弁護士会がタッグを組

んでコロナ禍の中で鳥取県の公立学校全部、出前講座をして回ったというふうな驚異的な取組を

しておられるんです。そういうふうな事例がですね、隣の県にありながら、何で島根でできない

のかと。内心じくじたる思いが私はしておりますので、もう一度ですね、隣の鳥取県でどういっ
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たことをやったのか、まず調査、分析していただいて、島根県で出来ないはずはないですので、

ちゃんとしていただきたいというふうに思います。 

それから、医療法ですけれども、これもちょっと驚きです。若い方はですね、今、男も女も関

係なしに、美容整形に対する関心がすごく高いです。そういうふうな状況の時にですね、何のや

りとりもしてないということ自体がですね、考えられません。 

だから、その件数は少ないかもしれないけども、人間の体に傷をつけるわけだから、大変な事

故に発生するわけですから、そこら辺の体制をですね、きちんと作っていただいて、それこそ、

医療相談があったらこちらにというふうな流れをですね、きちんと作るべきじゃないかというふ

うに思います。本当にかわいそうだなというふうに思います。子どもが。 

それから、消費者センターの件はですね、そういうふうに答えられるだろうなと思って書いて

おりますのでいいですが、そうは言ってもですね、やっぱり人口 70万あって、50万が松江、出

雲、安来にいるわけでしょ。それはちょっとちゃんと考えた方がいいんじゃないかというふうに

私は思います。 

消費者ネットに関してはですね、ありがとうございました。消費者ネットが目指しているのが

適格団体なので、これが一つできると、不正なことに対して差止請求ができるわけですね。そう

すると島根県の消費者行政に多大なるプラスを及ぼすというふうに考えますので、ぜひその目的

をですね、支援する形で応援していただきたいというふうに思います。以上です。 

 

会長  

どうぞ。 

 

室長 

 はい、室長の石田でございます。御意見どうもありがとうございます。 

特に 1点目のですね、鳥取県が全学校回ったという御指摘がございまして、そのやり方につき

ましてはいろいろとあると思います。確か弁護士会さんの方が主導して回られて、県はどちらか

というとサポート役だったというふうに聞いているところでございますけれども、そのやり方は

ともかく、委員の御意見、それはもっともだということがございますので、それぞれおっしゃっ

たところですね、しっかりとこちらの方、意見として、今後の施策に反映していけるものは、反

映させていくというふうに考えますのでどうかよろしくお願いします。 
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会長  

ありがとうございます。よろしいでしょうか。他の委員の方で何か島根県の消費者行政の概要

について、確認したいこと、聞きたいことございませんでしょうか。特に、今年度から初めて参

加された方、何か聞きたいことがあれば。 

 

委員 

 今の〇〇委員の三つ目のところの益田の分室のことなんですが、審議会とは関係なく、大学の

教員の仕事として分室に訪問してお話を伺ったことがあります。その時にわかったのが、田舎の

市町村に住んでおられる方は自分の地元の相談員の方に、プライベートの買い物の相談をしづら

いというケースがあって、県の方の違う自治体のところに相談をされるっていうことで、消費者

の方が、地元の市町村とか県とかを選んで相談できるっていうのは一つ意味があるのかなってい

うのと、もう一つ、島根県内の市町村の受ける消費者相談は、自治体によっては生活相談を一緒

に受けないといけない自治体っていうのがあって、相談員がすごい大変だと思うんですけども、

いろんな生活相談っていうところで、消費者の特化した相談の窓口の選択肢がたくさんある状

態、訪問ができたり電話だったりある状態は消費者にとってはいい状態だと思います。 

ただコスト面とか、いろいろな選択と集中とか別の面からは見方があると思いますが、私は益

田分室に関してはいい印象を持っております。以上です。 

 

会長 

 はい、ありがとうございます。 

 

委員 

 お言葉を返すようですが、そういった相談はですね、どこも同じです。であれば、益田にそう

いった複数の選択があるからいいじゃないかというふうな言い方よりも、それこそですね、松

江、出雲の方にもっと相談員さんを増やして、松江、出雲の方々にそういった相談をしてもらう

チャンスを与えているということもですね、一つ言っていいのではないかというふうに思いま

す。 

だから、今の体制を擁護するのではなくて、数を増やすもっと別の方法があるんじゃないかと

いうふうに私は考えます。 
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会長 

 今の点について事務局から何か。 

 

室長  

御意見いただきまして、ありがとうございます。 

〇〇委員からの御意見もごもっともでございますし、〇〇委員からのご意見の方もごもっとも

だと思います。組織の効率的なあり方については、それぞれ現状維持に甘んじることなく、どう

いった形が一番いいのかということを検証しながら、今後運営していきたいというふうに考えて

おりますのでよろしくお願いします。 

 

会長  

はい、ありがとうございます。他の委員の方から何か。はい、お願いいたします。 

 

委員 

 先ほど〇〇委員からの鳥取県の事例を含めて、全数対応するのか、選択的にするのかという差

があるんじゃないかというふうに私は受け取ったんですけれど。もし、島根県の方では実態に合

わせてということとか、鳥取県との違いはあるというふうにおっしゃるようであれば、全数に対

してどの程度網羅できているのかということを御検討いただきたいと思います。 

私も前の質問の中で、事前の対応というのが中高を中心に今成年年齢引下げに対するそうした

消費者教育やっておられますけれども、これから漏れた人に対してどうするのかというのも、教

育の機会が与えられなかった人に対して、どうやってフォローしていくのかということは大事な

話ですので、私も〇〇委員も同じことを言っていることになると思うんですけど、若い人への教

育というのは、先にずっと繋がっていきます。何十年という単位で効果が持続するのであれば、

若い人に対してどれだけ網羅できているのかということをですね、是非ともどれだけの回数やり

ました、これこれの内容しましたということでなくて、網羅できているかどうかというところを

是非とも視点の中に入れていただきたいと思います。 

 

室長  

はい、ありがとうございます。確かに学校によってはですね、こちらから働きかけをしても、

なかなか応じてもらえない学校も現実あるんですけど、それでもそこでその子ども達が、漏れて
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いいのかといいますと当然のことながらそうは考えません。 

どのように、しっかりとですね、県内のすべての子ども達に、こういった消費者教育しっかり

と正しい知識を伝えていくことができるのかということは、またやり方をどうすればいいのかと

いうことを十分に考えながら進めていきたいと思います。 

 

会長 

 はい。ありがとうございます。よろしいでしょうか。 

 

室長  

すいません。突然ですが、〇〇委員にちょっと御意見をいただけたらと思いますが、いかがで

しょうか。 

 

委員 

 失礼いたします。私、高等学校ですけれども、この審議会の立場からすると、今〇〇委員の御

指摘もあろうかと思いますけれども、そもそも高等学校の学習指導要領の教科の中で消費者教育

に触れてる部分もありますので、全部網羅していないかと言えばそうではなくて、いろんな形で

各教科を通じて、各学年のカリキュラムの中ではクーリング・オフの制度であったりとか、高等

学校の公民の中では 18歳で成年という部分に触れて、折に触れて、これに関わるカリキュラム生

徒全員でという状況があります。 

それが各学校の実態に応じて、こちらから御案内いただいたものに対して講座を設けたりと

か、18歳になる学年のところで今年はやったりとか、卒業前にもう一度消費者教育をするという

ようなことをしております。 

一方で今なかなか何々教育というものがものすごく多くて、なかなかカリキュラムの中で、時

間を取って年間に入れ混むというのはかなり大変な作業という実態があります。授業時数の確保

っていうこともある中で、なかなか。そうした中、授業を通じて学んだりということで、いろん

なことを組み合わせながら、ハイブリットっていうのか言い方はわかりませんけれども、こうい

う機会を利用させていただいたり、教科指導の中で触れさせていただいたりということで、現状

やっているということで、全くやってない生徒というのは、一人もいないというふうに認識して

おります。 
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委員 

ちょっといいですか。基本的なことですけど、クーリング・オフというのを教えると教えた後

は 100％皆分かったと言う。でもその同じ人にですね、次の年何もしないで、クーリング・オフっ

て知っているって聞いたら半分に落ちる。次の年やったら 10％に落ちるんです。 

つまり、1回やったら駄目なんです。わかりますよね、先生だから。だから 1回でなくて、しつ

こく何回もするということをやらないと、人間として危ない目に遭うということです。ちょっと

お願いします。 

 

会長 

 はい、いろいろ御意見があるようですが、この点については今後の審議会も含めて検討してい

くということでよろしいかと思いますので、またいろいろ持ち帰って、御検討されてまた会議の

方でいろいろと議論を深めていければいいかなというふうに思います。 

ちょっと時間も差し迫っていますので、次の議題に移らせていただきます。次が、島根県の消

費者意識基本調査の実施についてです。こちらの方について事務局よろしくお願いします。 

 

（５）消費者意識基本調査の実施について 

土屋 

  はい、土屋の方から御説明いたします。資料 4と調査票を御覧ください。 

この調査につきましては、実施目的は次の基本計画を策定するに当たりまして、県民からの多

様な意見や要望を計画に反映させるということでございます。従来ですと、改定作業の前年、今

回ですと令和 5年度に実施していたところでございますけれども、コロナ禍が続きまして、県民

の消費行動にも様々な影響が現れていることが想定されますので、1年前倒しで計画をしたところ

でございます。 

実施概要でございます。調査対象は県内全市町村在住の満 18歳以上の男女 2,000人。抽出方法

は層化無作為抽出法でございます。2,000人という数字ですけれども、県が行っております県政世

論調査と同じでございます。ちなみに前回の回収率は 56％でございました。 

調査期間は令和 4年 11月 6日から 1ヶ月間を予定しております。調査方法は郵便による調査票

の配布・回収でございます。 

3番の項目概要につきましては、そこに書いてあるとおりでございます。具体的に調査票によっ

て御説明をしたいと思います。 
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調査票の朱書をしている部分が前回との修正箇所。前回、平成 30年度との修正箇所ということ

になります。大きい修正といたしましては、クーリング・オフと消費生活相談窓口の認知度を問

う設問が、県政世論調査と重複しておりましたのでこれを削除します。代わりに問の 12で消費生

活でのインターネットの利用、それからコロナ前との比較を問う設問を追加したところでござい

ます。    

主な修正箇所を御説明いたします。 

調査票の 2ページ、問 6でございます。「消費生活に関する情報で重要と考えるもの」を問う

設問でございますけれども、選択肢の 5に成年年齢引下げへの対応を追加いたします。 

問 7「県消費者センターの広報の認知度」を問う設問でございます。設問の「今年度」となって

いたのを「1年以内」ということで、年度の区切りというのが一般にちょっとわかりにくいのでは

ないかということで、こう変えたいと思います。それから、選択肢の 5に YouTubeを追加、選択

肢 6に屋外電子掲示板デジタルサイネージを追加いたします。広報媒体を追加するということで

ございます。 

それから問 8「県消費者センターからの情報発信で効果的な手段」を問う設問でございます。選

択肢の 4.SNSを追加するということでございます。 

調査票の 5ページ、問 12が今回追加した設問でございます。商品やサービスの購入でインター

ネットを利用している方へ利用の目的と、新型コロナ感染拡大前との利用状況の変化を問う設問

でございます。 

調査票 9ページ、問 22「消費者教育の講座や研修会で希望するテーマ」を問う設問でございま

す。選択肢に 5エシカル消費、9製品安全を追加するということでございます。実際に実施してい

る内容を追加するというものでございます。 

最後に、調査票の 11ページ。問の 26で「行政への要望」を問う設問でございます。選択肢の 6

にエシカル消費の推進という項目を追加したいと考えております。以上でございます。 

 

会長 

 はい、ありがとうございました。今事務局から御説明がありましたが、これについても事前に

質問がございますので、事務局から説明お願いします。 

 

荒木 

 こちらにつきましては、〇〇委員から 1点、〇〇委員から 2点御提案がございました。参考資
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料 1の 4ページ NO.10から 12でございます。 

〇〇委員からは調査票問 22、それから 26について、エシカル消費の記載があるけれども、ＳＤ

Ｇｓと両方記載してはどうかという御提案です。 

〇〇委員からは、1点目。調査票案の問 23につきまして、相談窓口の認知の説明として、消費

者ホットライン 188についての問いがあるけれども、県政世論調査の設問との補完性を良くする

ため、質問を修正してはどうか。 

それから 2点目に、問 6の回答の選択肢の記述について、「消費者問題への行政への取組」と

あるけれども、他の選択肢も含まれることから、削除するか「取組」を「広報」に変更してはど

うかという御提案でございます。 

 

土屋  

調査票についての御質問ありがとうございます。 

一つ目の〇〇委員からの質問でございますけれども、エシカル消費は、ＳＤＧｓのゴール 12

「つくる責任つかう責任」に関連いたしますので、これにつきましては、問 22、26いずれにつき

ましても、記載する方向で検討したらどうかというふうに考えております。 

二つ目の〇〇委員からの御質問でございますけれども、問 23でございます。「消費者ホットラ

イン 188いやや」につきまして、認知度が向上しつつございますので、国とか他県との比較も可

能なような設問に修正することを検討してみたいというふうに考えております。 

それから問 6でございます。これにつきましては、前回調査の結果を見ますと、「消費者問題

への行政の取組」を選択した方が 23.0％ということでございまして、選択肢としては必要である

というふうに考えております。表現でございますけれども、行政というのは広報だけではなく

て、幅広く消費者問題に関わっているということでございますので、「取組」が適当ではないか

というふうに考えているところでございます。以上です。 

 

会長 

 ありがとうございました。〇〇委員は御欠席ですので、もうお一つの質問の回答として、〇〇

委員これについて何かございますか。 

 

委員 

 今の問 23の質問の件なんですけど、私仕事柄こういう調査は、業務を受託する業者側の業務に
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携わっておりまして、その中で顧問という立場でアドバイスしています。 

設問ははっきり言って不適切だというふうに思っています。なぜかというと、先程来、毎回報

告されますけれども、毎年の成果指標の中に、取り上げられているものとですね、指標とのミス

マッチとかよろしくないとかいう状況になっているのに、この問いはですね、意識調査の問いに

補完性が良くない状況になっていますので、ぜひこれ、再考していただきたいと思います。 

でなければ、毎回毎回私は質問をします。納得できません。このままで通るというふうな状況

じゃよろしくないかなと。 

それから、ちょっともう一度調査票の最初の方を見たんですけれども、こちらもちょっと重要

なことがあります。問 2の中に年齢の問いがあります。若い世代は 10歳刻みになっていますけれ

ども、60歳以上が 5歳刻み。この部分のサンプル数が 2,000と限られていますけれども、これに

対して各年齢層の回答数をどの程度予想しておられるのかというところですね。60歳以上のとこ

ろ、これがどの程度の回答数になるのかについて、是非とも確認をお願いしたい。 

もう 1点あります。80歳以上というところなんですけど、これ大変気になるところです。とい

いますのは、ある市が消費者教育推進計画の策定をしておられるようでして、その中で、80歳以

上の方からの意見という中に、80歳以上の人間にこれだけの質問を答えさせるのかという、批判

的な回答がいっぱい出ているという状況を耳に聞こえてきました。そういうことも含めてです

ね、この回答年齢のところが適切なのかどうか極めて技術的な部分なんですけど、もう一度業者

さんの方に確認をしていただきたいなというふうに思います。以上です。 

会長  

事務局の方から何か。 

 

土屋 

 ありがとうございます。これにつきましては、ちょっと委託業者の方とも詳細に相談しまして

ですね、今おっしゃっていただきましたところも踏まえて、まだ時間がありますので見直してい

けるところは見直していきたいと考えます。 

 

会長 

 はい、他の皆様いかがでしょうか。よろしいでしょうか。 

ではですね、委員の皆様で調査項目等に御意見が、さらに見直していただいてございました

ら、9月 9日の金曜までに事務局に御連絡をお願いいたします。 
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最終的には私と事務局で決めさせていただく形になるかと思いますが、その点御了承いただけ

れば幸いです。次の議題に移ります。最後の議題になりますがその他です。これについて事務局

から御説明お願いします。 

 

（６）その他：特殊詐欺被害の状況 

荒木 

 その他につきましては、警察本部から特殊詐欺被害の状況について説明いたします。 

 

岡本 

 島根県警察本部生活安全企画課安全まちづくり推進室の室長補佐をしております岡本といいま

す。私の方からですね、特殊詐欺被害の現状ということで説明をさせていただきたいと思いま

す。 

資料はですね、資料 5のカラーA4の資料です。上からですね、特殊詐欺被害状況・未然防止状

況と書いてございます。いわゆる犯罪全般については、平成 15年をピークにどんどん減少傾向に

あってですね、令和 3年中につきましては、平成 15年ピーク時の約 5分の 1まで減少しておりま

す。 

ただ一方ですね、特殊詐欺というものについてでありますけども、例えば左上のグラフを見て

いただければと思います。これは、特殊詐欺の被害件数と被害金額のグラフになっております。

青の縦棒と数字が並んでおりますが、これは被害件数の方、折れ線グラフの方が被害金額という

ふうになっております。グラフを見ていただいてわかるようにですね、令和 3年、被害件数が 73

件となっております。これは 1月から 12月までの数値となりますけども、過去最悪最多の数字と

いうふうになっております。また被害金額についても、令和 2年中が被害金額 4,096万円。令和 3

年中は 7,902万円と約 2倍というふうに被害が増えているところであります。本年に入りまして

もですね、今年の 7月末を昨年の 7月末と比較いたしまして、件数としては同じで、被害金額に

ついては増加傾向にあるというところであります。 

一方、この右のグラフについてですけれども、これは未然防止に関するグラフとなっておりま

す。縦の棒グラフの方がですね、未然防止の件数、それから折れ線グラフの方が未然防止率とい

うふうになっております。被害件数と未然防止した件数、これを計算で未然防止率というものを

出しておりますけども、先ほど被害が増えているというところを申し上げました。 

未然防止件数についてもですね、グラフのとおり、昨年 1年間令和 3年中は 89件というふうに
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増えていっております。今年に入ってから 7月末の数字ではありますけども、未然防止件数が昨

年 7月末で 42件、今年 7月末については 50件ということで、これについても増加をしていると

いうところであります。 

ですので、被害も増えておりますけども、この未然防止、一般の方の防止、例えば ATMで行員

の方に止めていただくとか、お客さんで止められた場合ということもあります。あとは、コンビ

ニエンスストアで、電子マネーというカード上のものをお金を払って買って、犯人がそのお金を

騙し取るんですけども、コンビニの店員さんの方で止めてもらうようなことも、最近の件数とし

ては増えているところであります。 

ちなみに被害者の年齢ですけども、ここに現在の傾向のところへ少し書いております。高齢層

が多く、62.9％の割合を占めているというふうに書いてございます。ただですね、全国的にはほ

とんど 9割の方が 65歳以上の方の被害というふうなことになっております。 

島根県については、この率が 62.9％ということなのです。ちなみに、10代の被害はありません

が、20歳代からの被害というのも発生しておりまして、幅広い年齢の方が被害に遭うというとこ

ろであります。 

続いて、左下のところに手口別と書いてございます。特殊詐欺というのがですね、いろいろ出

口があるんですけれども、見ていただいてわかるとおり、およそ 8割近くが架空料金請求という

手口になります。 

この架空料金請求というのはどういう手口かというところなんですけども、◎の二つ目のとこ

ろにですね、主な手口内容と書いてございます。四つほど例を挙げておりますけれども、この四

つのうち三つがこの架空料金請求というものになります。 

一つ目が、パソコンでインターネットを見ているときに、突然パソコンの画面に警告音が流れ

てウイルス感染しておりますよということで、そのサポート電話番号というものが書いてありま

して、そこに電話するとウイルスに汚染されておりますので、除去費用で 5万円かかりますとか

ということを言われて、コンビニで電子マネーを買ってください、というような手口ですとか、

二つ目中は携帯電話のメールに、これ昔からある手口なんですけども、利用料金が未納ですと

か、サイトの登録料が払われていませんというようなこと言われてですね、同じように電子マネ

ーで支払いを求めるというような手口が今島根県では多く発生しているというところでありま

す。 

グラフの右下のところの四つ目のグラフについても、やはりこれは、被害者の方々が欺され

て、犯人がどういうふうにお金を欺しとっているかというグラフなんですけども、およそ半分が
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先ほど言いました電子マネーによるもの、もう半分が ATMでお金を振り込むというものになりま

す。全国的には犯人が実際にお金を取りに来たりとか、キャッシュカードを持って帰って対面し

てやるという手口が全国的には多いんですけども、島根県では、電子マネーや振込という対面せ

ずにお金を取られるというようなことが多く発生しているという状況であります。 

県警としましては、いわゆるこの特殊詐欺の被害に遭わないために、一番下のところへ書いて

ございますけども、電話とかメールとかでですね、身に覚えのないメールなんかで一目見て内容

がわからないものについては、これは詐欺ですよ、というふうに言っております。 

あと、市役所の電話で還付金をあげるからＡＴＭへ行ってくださいというような電話も詐欺で

す。あとは、自宅の電話にかかってくるところから詐欺が多く始まったりしますので、自宅の電

話を留守番電話にしていただいて、犯人は留守番電話を嫌がりますので、それで撃退しましょう

というようなことで、警察としては広報しているような状況でございます。以上であります。 

 

会長  

ありがとうございます。今の特殊詐欺被害の状況について、何か委員の皆様から御質問や御意

見はございますでしょうか。よろしいでしょうか。 

では、ここまで会議全体を通して何か御質問や御意見があれば、お伺いしたいと思いますがい

かがでしょうか。よろしいでしょうか。 

では、ないようですので、以上で審議会を閉会とし、進行を事務局にお返しいたします。 

 

荒木 

 ありがとうございました。以上で審議会は終了でございます。 

引き続き、苦情処理部会を開催いたします。苦情処理部会員の奥田委員、嘉村委員、藤居委

員、石原委員、北川委員はもうしばらくお残りください。 

それでは本日は誠にありがとうございました。 


